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 部 局 名   

危機管理防災部  

 

 

 

 

 



 －総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 

  【一般会計】 

 区分 平成２４年度 平成２３年度 伸び率  

  予算総額  ４，００９，５６２千円 

          千円 

 ３，９２３，２００千円 2.2％ 

 一般会計構成比          ０．２％        ０．２％ ―  

 

 

 

  【災害救助事業特別会計】 

   予算総額     ３６５，３２２千円    ３６３，１７４千円 0.6％  

 

 

     

 

 

Ⅱ 主な新規事業および重要施策                                                （単位 千円） 

 

 

    大規模災害への備え 

 

 

  Ｐ １ 新規     帰宅困難者対策の推進【消防防災課】          １４，９８４ 

  Ｐ ２ 一部新規 災害対策用備蓄物資の充実【危機管理課】              ９６，０５９ 

  Ｐ ３ 新規     大規模災害時対応訓練の実施【消防防災課】        ３，８００ 

  Ｐ ４       消防広域化関連事業の推進【消防防災課】         １０，９９９ 

  Ｐ ５ 新規   緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練の開催【消防防災課】 ６，６１５ 

  Ｐ ６        震災に強いまちづくり支援【危機管理課】               １５，０００ 

    Ｐ ７        自主防災組織の育成・強化支援【危機管理課】            １４，０００ 

   Ｐ ８      防災ヘリコプターの機動力の向上           ４８４，９０３ 

  Ｐ ９ 新規   地震被害想定調査の実施【危機管理課】                ３９，５９７ 

  Ｐ 10 新規   東日本大震災の避難者支援の推進【消防防災課】  １，３９７，４８２ 

  Ｐ 11 新規    東日本大震災市町村等繰替支弁費の負担【消防防災課】 １０８，４５０ 

 



                                                          新 規  
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帰宅困難者対策の推進 
 

               担当 消防防災課 応急対策・訓練担当 

               内線 ８１８１         

 

１ 目的 

  大規模災害時に多数の帰宅困難者が発生した場合、多くの混乱が予想されるこ 

 とから官民連携による帰宅困難者対策を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）帰宅困難者対策協議会（仮称）の設置    ５，０００千円（a） 

  ア 概 要 

     ・県内主要駅ごとに設置し、迅速な対応のための連絡体制を構築 

    ・普及啓発活動や駅周辺の混乱を防止するための訓練を実施 

  イ 設 置 

     大宮駅、浦和駅など県内５駅 

  ウ 構成員 

     県、市町村、鉄道事業者、駅周辺事業者、警察、消防、自治会  

  エ 内 容 

    ・駅周辺の行動ルールの検討、策定、周知 

    ・駅前混乱防止対策訓練（仮称）の実施 

 

（２）帰宅困難者推計調査の実施         ９，９８４千円（b） 

   ア 概 要 

    携帯電話の位置データなどを統計処理した人口推計値を用いて帰宅 

  困難者数を推計 

  イ 内 容 

 

 

 

 

             

    

 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  １４，９８４千円（（a）＋（b）） 

《帰宅困難者数の推計》 

市町村別・主要駅ごとに推計 

《徒歩帰宅者数の推計》 

主要幹線道路ごとに推計 

時間別・曜日別に推計 

精度の高い推計により一時滞在

施設の確保目標に反映 

徒歩帰宅者を誘導する際の安全

対策に反映 



一部新規 
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災害対策用備蓄物資の充実 
 

                  担当 危機管理課 地震対策担当 

                  内線 ８１４１         

 

１ 目的 

  高齢者や女性に配慮した災害対策用の物資を新たに備蓄するとともに、更新期限 

 を迎える備蓄物資について更新を行い物資の充実を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）新たな備蓄物資                 ５１，２６０千円（a） 

  ① 生活必需品   

      
 

 
   ② 食糧   

      
 

 
 

（２）更新する備蓄物資                ４４，７９９千円（b） 

   ① 生活必需品 

    
  
  
   ② 医薬品 

      
 
 
 
 
 
   ③ 食糧 

      
 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  ９６，０５９千円（（a）＋（b）） 

 

ア 避難所シート              ７６０枚（高齢者用） 

イ 更衣室ボックス（授乳室ボックス）    ３８０個（女性用） 

ア レトルトがゆ           ６６，４５０食（高齢者用） 

イ 缶入りパン            ３５，０００食（高齢者用） 

ア 使い捨てトイレ           ３６２セット 

 

ア 医療セット              ４３セット 

イ 軽治療用医薬品           １，２００本 

ウ 滅菌委託               ４３セット 

エ 医薬品備蓄委託            １２８品目 

 

ア アルファ米           １３５，８００食 

イ 粉乳備蓄委託                   １，５００kg 

 



    新 規 
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大規模災害時対応訓練の実施  

   

                     担当 消防防災課 応急対策・訓練担当 

                         内線 ８１８１         

 

１ 目的 

 大規模地震の発生を想定した図上訓練を参加者千人規模で実施し、職員 

 の対応能力の向上と関係機関との連携強化を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）参加者 

    県、市町村、自衛隊、警察、消防、防災関係機関   

（２）時 期 

    平成２５年１月 

（３）経 費 

    訓練会場設営、資機材レンタル 

（４）内 容   

  ① 救助・救急 

  ② 部隊・物資の輸送調整 

  ③ 緊急輸送ルートの確保 

  ④ 物資の調達 

  ⑤ 帰宅困難者対応 

  ⑥ 被害情報の収集・関係機関への伝達 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  ３，８００千円 

 

市
町
村
災
害
対
策
本
部 

災 害 対 策 本 部 会 議 

 
統轄部    医療救急部 
渉外財政部  応急復旧部 
総務部    住宅対策部 
県民安全部  輸送部 
食料部    文教部 
給水部    議会部 
物資部    応援部 
環境対策部  警察部 
救護福祉部 

現地対策本部（10 本部） 

≪防災関係機関≫ 
消防 
警察 
自衛隊 
電気事業者 
交通関係事業者 
ガス事業者 
通信事業者 
医療機関 

防災関係事業者部本部 
・さいたま市消防局 
・警察本部 
・陸自 32 普通科連隊 
・東京電力 
・JR 東日本 
・東武鉄道 
・西武鉄道 他 
・埼玉県ガス協会 
・NTT 東日本 
・NTT ﾄﾞｺﾓ 
・KDDI 
・ソフトバンク 
・災害拠点病院 

政府現対本部（内閣府） 

【ＴＶ会議】 
危機管理防災センター 
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消防広域化関連事業の推進  

 

担当 消防防災課 消防広域担当  

内線 ８１７４         

 

１ 目的 

  消防に関する行財政運営の効率化と基盤強化により消防力を強化し、住民サー

 ビスの向上を図るため、消防救急無線の広域化・共同化及び消防の広域化に取り 

 組む市町村の検討組織に対し支援を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）消防救急無線の広域化・共同化推進費   ８，７６６千円（a） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）消防広域化推進費            ２，２３３千円（b） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  １０，９９９千円（（a）＋（b）） 

【目的】 基地局の共同整備や指令の共同運用を推進する。 

【手法】 共同化エリアごとの調査・検討に対して支援する。 

 

         《平成２４年度事業計画》 

     ［対 象］各整備エリアの検討組織 

     ［補助率］１／１０～５／１０ 

     ［補助額］５００千円～２，５００千円（上限） 

【目的】 県内３５消防本部 → ７ブロック化 

【手法】 各ブロックごとの広域消防運営計画作成に対して支援する。 

 

         《平成２４年度事業計画》 

     ［対 象］消防広域化協議会 

     ［補助率］１／３ 

     ［補助額］５００千円（上限） 



                                                          新 規  
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緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練の開催 
 

                  担当 消防防災課 消防広域担当 

                  内線 ８１７４         

 

１ 目的 

  埼玉県が平成２４年度緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練の開催県となり、 

 関東ブロック１都９県の緊急消防援助隊相互の連携強化を図るとともに、本県の 

 受援体制の検証を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）主 催 

   総務省消防庁 

   緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練埼玉県実行委員会 

（２）時 期 

   平成２４年１１月２９日（木）、３０日（金） 

（３）会 場 

   陸上自衛隊朝霞訓練場 

（４）内 容 

   応援要請訓練、消防応援活動調整本部設置運営訓練、参集訓練 

   受援対応訓練、部隊運用訓練、野営訓練 など  

（５）参 加 

   関東ブロック１都９県の消防機関、自衛隊、埼玉県警察本部 

   埼玉ＤＭＡＴ など 

 

 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  ６，６１５千円 

【参 考】 

■ 緊急消防援助隊 

  平成７年の阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、大規模災害時において被災した都 

 道府県内の消防力では対応が困難な場合に、国家的観点から人命救助活動を効果的 

 かつ迅速に実施し得るよう全国の消防機関相互による援助体制を構築するため平成  

 ７年６月に創設された。 

   緊急消防援助隊は、消防組織法に位置づけられており、全国合同訓練及び地域ブ 

 ロック合同訓練が定期的に実施されている。 

 

■ 関東ブロック合同訓練の開催都県（予定を含む） 

  平成２１年度 千葉県   平成２２年度 東京都   平成２３年度 長野県 

  平成２４年度 埼玉県   平成２５年度 山梨県   平成２６年度 静岡県 

  平成２７年度 茨城県   平成２８年度 栃木県   平成２９年度 群馬県 

  平成３０年度 神奈川県 
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震災に強いまちづくり支援  

   

                        担当 危機管理課 地震対策担当 

                         内線 ８１４１         

 

１ 目的 

  市町村施設の耐震化を促進するため、地域の避難場所となる小中学校の 

 耐震診断について市町村に対し補助を行う。 

 

２ 事業内容 

 

 

３ 平成２４年度予算額  １５，０００千円 

 
震災に強いまちづくり支援事業費補助 

補助対象  
市町村 

（さいたま市除く） 

対象経費  小中学校の耐震診断に要する経費 

補 助 率 
１／２ 

（前年度の普通交付税不交付団体は１／３） 

補助限度額 
１５０万円／１棟 

（前年度の普通交付税不交付団体は１００万円） 

補助団体数 小中学校   １０棟 

事 業

業 
項目 
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自主防災組織の育成・強化支援  

 

                 担当 危機管理課 地震対策担当  

                 内線 ８１４１         

 

１ 目的 

   地域住民の自主的な防災活動を促進させ地域防災力の向上を図るため、自主防

 災組織の資機材の整備や訓練に対して補助を行う。 

 

２ 事業内容 

 

 

３ 平成２４年度予算額 １４，０００千円 

 

 

 

自主防災組織資機材整備費補助 自主防災組織活動費補助 

補 助 対 象 
市町村 

（さいたま市除く） 

市町村 

（さいたま市除く） 

対 象 経 費 

ア 資機材整備の補助に要する経費 

イ 資機材の支給・貸与に要する 

   経費 

 災害図上訓練（DIG）の実施の補助に

 要する経費 

補 助 率 １／２ １／２ 

補 助 限 度

額 
１０万円／１自主防災組織 １０万円／１自主防災組織 

補 助 団 体

数 
自主防災組織１００団体 自主防災組織４０団体 

予 算 額 １０，０００千円 ４，０００千円 

事業 

項目 
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防災ヘリコプターの機動力の向上  

   

                        担当 消防防災課 消防広域担当 

                         内線 ８１７１         

 

１ 目的 

 新たな防災ヘリコプターと総務省消防庁無償貸与機により、３機の運航

 体制をとることで、機動力を生かした消防防災活動を実施していく。 

 

２ 事業内容 

（１）防災ヘリコプター運航費         ４５９，１３３千円（a） 

  ① 操縦、格納及び整備の委託 

   ② 必要な部品、燃料の購入及び修繕   

（２）ヘリテレ通信管理費            ４，２４２千円（b） 

    ヘリコプターテレビ電送システムの点検委託 

（３）活動用資機材購入費            ５，１９２千円（c） 

     防災航空隊の災害活動に必要な資機材の購入 

（４）山岳遭難事故防止啓発費          ２，２１０千円（d） 

    山岳遭難事故及び滑落事故の防止のための登山者への広報・啓発 

（５）防災航空隊の地上支援車更新費 など    １４，１２６千円（e） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  ４８４，９０３千円（（a）＋（b）＋（c）＋（d）＋（e）） 

新たに２機を加え、３機の運航体制 

機動力の向上、防災航空体制の強化 

【あらかわ２】 
《ユーロコプターＡＳ３６５Ｎ３》 

【あらかわ３】 
《アグスタＡＷ１３９》 

（新） 

【総務省消防庁無償貸与機】 
《アグスタＡＷ１３９》 

（新） 



                                                          新 規  
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地震被害想定調査の実施 
 

                  担当 危機管理課 地震対策担当 

                  内線 ８１４１         

 

１ 目的 

   東日本大震災を契機として、今後の地域防災計画の改正や地震防災対策事業に反 

 映させるための基礎資料を得るため地震被害想定調査を行う。 

 

 

２ 事業内容 

（１）地震被害想定基礎調査の委託        ３８，３２５千円（a） 

   ① 基礎資料の収集・整理 

   県内の自然条件や社会条件に関する基礎資料の収集・整理 

    ア 自然条件………地質、地下構造、地形、大規模宅地造成地など 

    イ 社会条件………建物分布、構造別年代別棟数、人口分布など 

   

  ② 地盤特性の把握 

   ボーリング調査や地盤振動の調査結果をもとに、２５０ｍメッシュ 

  ごとに地盤の密度、地震波の伝播速度などを把握 

    

  ③ 震源の位置や地震規模の想定 

   国の中央防災会議や地震調査研究推進本部の調査結果を参考にして 

  震源の位置や地震規模を想定 

 

 

（２）検討委員会、ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの設置・運営       １，２７２千円（b）

    学識経験者や専門機関の職員からなる検討委員会及びワーキンググループを

    設置し、これらの知見を踏まえながら調査の実施や進行管理を行う。 

 

 

３ 平成２４年度予算額  ３９，５９７千円 （（a）＋（b）） 



新 規 
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東日本大震災の避難者支援の推進 
 

               担当 消防防災課 応急対策・訓練担当 

               内線 ８１８１         

 

１ 目的 

  東日本大震災における被災地からの避難者に対し、避難所における食糧や生活必 

 需品の提供及び民間賃貸住宅の提供を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）旧騎西高校の避難者支援                 ３５３，３４６千円（a）              

     ① 食糧・生活必需品の提供                     ２６２，５４８千円 

      

 

 

 

 

     ② 旧騎西高校の施設整備                   ９０，７９８千円 

   

 

 

 

 

（２）県内避難者への住宅の提供               １，０４４，１３６千円（b） 

   ① 民間賃貸住宅の借り上げ                 ９９２，８４０千円 

 

 

     ② エアコン、ガスコンロの提供                  ５，４９５千円 

         

 

 

 

     ③ 県営住宅事業特別会計への繰り出し       ４５，８０１千円 

 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  １，３９７，４８２千円（（a）＋（b）） 

 

ア 食事・飲料の提供 

イ 寝具、衛生用品、医薬品、食器類、洗濯用品、清掃用品の提供 

ウ 生活雑貨の提供 

エ 寝具のクリーニング  

 

ア 光熱水費の負担 

イ 仮設風呂、洗濯場、空調機器の提供（リース方式で整備したものの継続） 

ウ 施設・設備の維持修繕 

エ 一般廃棄物の処理費の負担 

 

 １，３２７戸分       

国家公務員宿舎、都市再生機構の住宅に取付 

ア ガスコンロ １１７台 

イ エアコン  １０６台 

 

 

 県営住宅での避難者受入経費について、災害救助法に基づき国から被災県をとお

して支弁される求償額を県営住宅事業特別会計へ繰り出す。   
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東日本大震災市町村等繰替支弁費の負担 
 

                   担当 消防防災課 応急対策・訓練担当 

                   内線 ８１８１ 

 

１ 目的 

   県内の市町村等が負担した東日本大震災の被災県からの避難者受入れ経費や 

 被災地支援に要した経費について、災害救助法に基づき被災県へ求償し、市町 

 村等へ支弁する。 

 

２ 事業内容 

（１）支弁手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）支弁経費 

    ア 避難所の運営 

   イ 民間賃貸住宅の借り上げ 

   ウ 医療及び助産 など 

 

（３）県別求償見込額 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２４年度予算額  １０８，４５０千円 
 

求 償 先 平成２４年度求償見込額 

岩 手 県             ９９０，０００円 

宮 城 県            ２，０７０，０００円 

福 島 県           １０５，３９０，０００円 

計          １０８，４５０，０００円 

埼玉県 

求償 

 

負担金申請 

負担金支払 

支弁 請求 

支弁 

市町村等 

被災県 国 
（厚生労働省） 

岩手県、宮城県、福島県への求償分については、 

特例により、国へ直接求償 


